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項目であるという結果が示されており、（玉
木（2010）は71.0％、鷲見（2014）は63.5％、
三菱総合研究所（2014）は64.2％）業務を行
う上での阻害要因となっていることが考えら
れる。
　本研究は書類の内容、量がどのような理由
で負担となっているのかを、規定の書類作成
にかかる過重な実態から明らかにすることを
通して考えていく。
　また、現在までの介護支援専門員に対する
評価の低さや問題点が各種の調査、研究で示
されているが、なぜそうなっているのかという
原因の分析が十分でないために種々の対策が
問題解決に結びついていない点を指摘したい。
　国の政策の背景には当然財源論が存在する
わけだが、ケアマネジメントの専門職は介護
保険の政策的な面と、ケアマネジメントの技
術的な面を踏まえた上で効率性に伴うリスク
を回避し、より必要なものへ重点化を図るこ
とが重要であると考える。同時に専門職とし
ての支援の質を守るために、多職種カンファ
レンスを中心にした（川越2008：4）ケアマ
ネジメントによるサービスの統合が不可欠で
あると考えられる。このようにケアマネジメ
ントの質を担保し、コストコントロールの目
的が同時に果たされる可能性として、介護支
援専門員の作成する書類によって情報および
サービス方針が共有でき、また支援者がそれ
を活用する方途がある。そのために介護支援
専門員は、実際の業務の中で多職種連携を含
む連絡調整を行い、利用者への支援の中で包
括的・継続的なサービスの必要性を把握して
いる最前線にいる職種の一つとして、それら
を規定の書類上に表現することが課せられて
いる。書類作成の現状に表れている過重な業
務の改善が喫緊の課題である。
　本研究では、ソーシャルワーカー（以下、
SWer）が基礎資格であるインタビュー対象
者および著者を含めた、介護支援専門員の
視点から、ケアマネジメントの本来的業務
をとらえ直していく。SWerの記録に対する
考え方は自分の行う専門職としての支援の
evidence を表すものと捉えている。業務を
遂行する上で書類作成業務の負担感の存在
と、それがどこからもたらされているもので
あるかを明らかにすることを通じて、ケアマ
ネジメントプロセスと連動する書類4）作成業
務改善を提案するものである。
　専門職の思考過程を明らかにするものが文
書上（書類、記録）にあるとすればその有効
活用は最も望まれるところである。連携や多
職種協働を考える時にその出発点として「関
係者間の共有」が課題とされることが多い。
それらの土台になるアセスメント内容・情報
伝達・支援の方向性といったものが共有化さ
れるためにこそ、介護支援専門員の作成する
書類の活用が必要である。
　本研究では先行研究の中で介護支援専門員
の書類の負担に関する結果を踏まえながら、
書類作成業務（ペーパーワーク）の持つ意味
に焦点化する。アウトリーチを実施し、対人
支援の業務を通じて行うリンキングや仲介と
いった典型的なケアマネジメント実践と、現
状に見られる運営管理業務に費やす時間の多
さとの齟齬を明らかにし、速やかな改善に向
けた提案を行う。
Ⅱ．介護支援専門員に関する研究レ
ビュー
　介護支援専門員に関する研究レビューを概
観し、各種調査研究に基づき業務遂行上の課
題から本職種に対する具体的な支援について
の研究論文が見られることを確認した。
　その上で先行研究から抽出された課題の中
で、業務負担感について先行文献を整理し、
本研究の位置付けを明らかにしたい。
　本職種に関しての調査研究は、シンクタン
クや科研費による業務実態調査・研究および
研究論文に主に分けられる。
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　介護保険制度改正によるケアマネジメント
業務量の変化をタイムスタディ調査で行った
馬場は、業務量は大幅に増加したとして、業
務内容では「サービス担当者会議」が7.03倍、
次いで「記録」が5.21倍、中核業務である「ア
セスメント・課題分析」「ケアプランの作成」
が減少している。特に変化の認められた「記
録」に関してヒアリング調査を行い、その結
果は、全体として制度改正では記録にはじま
り、書類作成などの業務量が増加しており、
考察では情報公表制度の影響で、記録の頻度、
書き方に変化が起こり、記録量・時間が増加
したとしている。そこでは具体的な提言とし
て、記録の業務の全般的な見直し（量および
種類、方法の検討、様式の統一）がなされた
（馬場2012：108−109）。
　先行研究では介護支援専門員である医療
SWer経験者及び在宅介護支援センターの
SWer経験者へのインタビュー調査（白澤ら
2007）において書類作成の負担について指摘
されていた。
　週刊東洋経済（2014.5.17：76−77）の特
集「誤解だらけの介護職」の中で介護支援専
門員の状況が取り上げられたが、「書類作成
に追われ、やりがいも見失う」現状が指摘さ
れた。本職種へのインタビューでは「なし崩
し的に業務が拡大している。あまりの忙しさ
で、自分たちの問題はどこにあるのか、ぱっ
と頭に浮かばない事自体が問題だ」と述べた
が、そのような周囲の声は実際に多く聞かれ
るのが現状である。介護支援専門員の声の代
弁と捉えることができるのではないか。
　業務負担感の記述では高良（2004）は介護
支援専門員のバーンアウトについてのインタ
ビュー調査を行い、事務処理を中心とする過
重業務を原因の筆頭にあげた。鷲見（2014）
の報告では、記録する書式が多く手間がかか
る（63.5％）、次いで困難ケースへの対応に
手間がかかる（50.7％）との結果となってい
る。勤務形態別・医療資格の有無別でも大き
な差はなかったとしている。玉木（2010）は
「主任介護支援専門員の仕事のやりがいと困
難」の中で自記式質問紙法による調査におい
て、大部分が記録の業務に困難を感じていた
としている（71.0％）。
　これらの調査結果から、日常業務において
多くの介護支援専門員が「記録」に関して負
担を感じていることが明らかになっている
が、その背景に関して言及がなされているも
のは少ない。玉木（2010：58）は、研究の調
査では触れなかった記録業務に関する具体的
内容に関しては①記録を要する書類の多さか
ら生じる業務量の負担、②アセスメントをは
じめとするケアマネジメントプロセスの一連
の活動をどのように言語化するのかという技
術的な問題という二つの側面があることが報
告されているとして、これまでのケアマネジ
メントスキルの向上を中心として行われてき
た支援のあり方に対して、精神的な支援や業
務管理に関する支援を重要視することの必要
性を示唆しているのではないか、と述べてい
る。
　一方で、イギリスで最初にケースマネジメ
ントの費用効果についての研究を行ったチャ
リス（1991：24）はケースマネジメントの
ケース責任、対応について「ネットワークの
全体における調整者として動くことを期待さ
れ、継続的な責任を担うキーワーカーとして
働くこととなった」としているが、我が国に
おける介護支援専門員の役割期待もまさに調
整者としてのそれである。そのために実際に
は必要なアセスメントとモニタリングを行う
こと、地域社会の諸資源の強化に費やすこと
が期待されるのに対して、規定の書類作成業
務とのバランスが問題になっていることを、
各種調査の結果は示していると考えられる。
　次に「事後評価」を重視する視点について
である。ケアマネジメントサイクルを見てい
くと、野中は利用者中心・期間設定を前提と
して、インテーク（受理・出会い）⇒アセス
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メント（査定・見立て）⇒プランニング（計
画策定・手立て）⇒インターベンション（介
入・働きかけ）⇒モニタリング（追跡・見直
し）⇒エバリュエーション（評価・振り返り）
⇒ターミネーション（終結・別れ）と説明し
ている（野中1997：28）。エバリュエーショ
ンによる振り返りの作業が終結を含むものと
して位置づけている。岡村は評価的機能につ
いて以下のように述べている。「評価はアセ
スメント（事前評価）だけではいけない。援
助の終了した時、また途中でも一段落した時
点で、それまでの問題解決過程を反省して、
その効果を判定したり、欠点を明らかにし
て、将来の新しい問題の予測や必要な改善策
を検討しなくてはならない。いわゆるフィー
ドバックと言われるものであるが、筆者は「事
後評価」とよんでおきたい」（岡村1983：118−
119）。介護保険法の目的およびケアマネジメ
ントプロセスの実施上において重要な指摘と
受け止められるが、実際にはこの部分の実施
が非常に弱いままであるというのが、この視
点を重視する理由である。事後評価が行われ
る時間的余裕と必要性が周知されることによ
り、対人援助、多職種連携による支援の質が
確保されると同時に、サービスの効率化、重
点化が行われることが期待される。
Ⅲ．研究の対象と方法
（１）インタビュー対象者の選定と概要
　介護支援専門員の現状を言語化することを
意図したため、本職種の経歴が長く、かつ現
在指導的立場にあるＣ市在住の50〜60歳代、
生活支援に視点をおく基礎職種としてSWer
の２名の男性Ａ氏、Ｂ氏とした。個別に半構
造化インタビューを実施した。
（２）インタビューの実施
　希望日程を複数日提示し、都合の良い日時
および場所を指定してもらった。場所は対象
者の職場の一室となった。Ａ氏は2014年10月
16日、Ｂ氏は12月３日、所用時間は１時間程
度とした。
（３）分析および文献レビュー
　インタビューガイドを作成し、了解を得
てICレコーダーに録音した。逐語録に起こ
し、質問項目を中心に得られた内容について、
事例−コードマトリックスの文献（佐藤郁哉
2008）を参考に発想し、重要であると考えら
れたものを【　】の形で示した。それに関連
しての分析と文献レビューを通して説明（整
理・分析）を行った。
（４）倫理的配慮
　口頭と文書にて以下のことを確認した。イ
ンタビューの内容は研究目的以外に一切使用
しない。論文や報告書等を作成する際には、
匿名にしたり、本人と分かるような内容を修
正したりして、プライバシーを厳守する。
Ⅳ．研究結果
　質問項目および分析テーマは（１）専門職
の根拠としての書類、（２）現行の書類のと
らえ方、（３）介護支援専門員の視点、（４）
介護支援専門員の抱える時間的な制約、（５）
基礎職種の違いについて、である。なお研
究目的である書類作成に特化してのインタ
ビューを行わなかったのは、書類作成が一連
のケアマネジメントプロセスに位置づけら
れていると考えられること、さらにインタ
ビュー対象者の捉え方と関連づけた回答を意
図したためである。
（１）専門職の根拠としての書類
　専門職としての介護支援専門員が、ケアマ
ネジメントプロセスを体現しているかどうか
の実態に言及していた。【ケアマネジメント】
を実践するには【ケアマネジメントプロセス】
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に沿った実践が必要である。現場では運営基
準に定められた一連の給付管理業務の流れに
沿った形で、関連する帳票の作成が必須と
なっている。保険給付の根拠となる書類【記
録】であるが、「形だけ整えても行政指導に
は通ってしまう」（Ｂ氏）ことも起こっている。
　多職種との連携には【ケアプラン（介護
サービス計画）】が用いられるのだが、介護
支援専門員の思考過程が明らかにされる記載
様式になっていないため、第三者が見た場合
にサービスに結びつけるための根拠が見えな
いとの指摘がある。一方で書類が揃っている
ことが、内容よりも重視されている。対人支
援、連絡調整、社会資源とのリンキング、開
発等の動きが要求される業務と並行して行う
書類作成が、本職種が最も困難を感じる業務
となっている。
　また現行の書類作成に疑問を感じる人と感
じない人の存在もある。その背景を探る時の
切り口のひとつとして、基礎職種の違いがあ
る。SWerは、既存の帳票を実践の記録と積
極的に位置づけ、重要視する職種である。プ
ロセスの記録の中で関わりを事後評価（エバ
リュエーション）の形で振り返り、更に支援
のあり方を構築していく。そのため法定化さ
れた帳票にも関わりのプロセスを体現させる
ための取り組みを行う。そのことが定点の書
類の形で作成されるため、モニタリングでの
時々刻々と変化する状況が反映されにくく、
変更があった時には再度、一連のプロセスに
よる書類作成が義務付けられるという、変化
に柔軟に対応しきれない現行の書式という負
担感を生むことにつながっている（白澤・畑・
與那嶺2006：14）。
　ケアマネジメントのプロセスはソーシャル
ワーク（以下、SW）のプロセスと近似して
いることが知られている。しかし介護保険制
度のケアマネジメントとジェネラル・ソー
シャルワーク5）の比較では前者には相談援助
が入っておらず機能の相違（玉木2010：114）
が指摘された。このことはSWの視点を持つ
介護支援専門員は相談業務の実施について常
に時間的制約を抱えながら業務にあたってい
ることが考えられる。
（２）現行の書類のとらえ方
　書類の負担感については双方ともに実務経
験者として共有する部分が見られた。ただ中
心的な問題意識としては触れられなかった。
「もっと合理的でもいいし、書類が増えて困っ
たもんだ、もう少し軽微でいい」（Ａ氏） と
いう発言からは、現場においては必ずしも適
切なものではないと考えていることがうかが
える。
　一方で「大変なことは大変だけど問題が
あったときに自分を守るための書類は必要
で、最低限じゃあないんですか」という立場
を表明しながらも調査者の「もう少し簡便に
なったらと思うことは何度もある」との言葉
に「ありますよね」（Ｂ氏） との同意が示さ
れたことは実務の上での負担感が伴うもので
あることをうかがわせた。
　一連の帳票は確かにケアマネジメントプロ
セスを前提にしているのだが、それらは多職
種と共有するものではないため、情報提供時
には改めて別の書類を作成するといった作業
が必要になってしまう。そのため常に書類に
追われているというのが実態である。
　一般的認識として介護支援専門員の中心的
な役割はケアプランの作成となっているが、
本来的にはチームを構成する関係者が一緒に
なって、ケアの基本方針である「ケアプラン」
を策定し実行していくシステム、すなわち多
職種連携による「ケアマネジメント」の確立
の重要性が提示されている。（2003年６月に
公表された高齢者介護研究会の報告書「2015
年の高齢者介護〜高齢者の尊厳を支えるケア
の確立について〜」）。
　しかし現実的にはケアプランの原案の作成
が介護支援専門員の役割となっていることか
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ら、サービス担当者会議が機能しないかぎり、
ケアプランをチームで策定し、共通認識のも
とに支援をしていくという共有化が難しいこ
とになる。
　これら一連のサイクルが受け持ち件数（35
件）分、順次行われていくことになる。ここ
に新規ケースの訪問と一連のプロセスが随時
入ってくる。特に支援困難や入院等の緊急対
応が必要な事例をいくつか持っていると月１
回の訪問では済まず、その間にも作成義務の
あるひと月単位の書類作成業務を抱える状況
になる。対人支援という感情労働を行いなが
ら、規定の待ったなしの作成業務の間で、疲
弊する姿が浮かび上がってくる。
　ここでの改善点としては、十分に検討され
るケースとそうでないケースが当然あってし
かるべきであるということであろう。キャ
ボットは『医療ソーシャルワーク』（1969：
157）の中で時間の配分を行うことについて
「多くのケースを表面的に処置し、より少な
い数をより深く検討しなければならない。な
ぜなら我々の所に持ち込まれる要求のすべて
が、十分な検討を必要とするものではないか
らである」と述べた。野中も同様の指摘を行
い、「ケアマネジメントを提供すべき対象は、
地域社会において、長期的な障害や社会的不
利を持ち、自ら十分に援助を求めることがで
きない人々」（野中1997：23）としている。
（３）介護支援専門員の視点
　「ケアマネジメントはSWの技法のひとつ」
とする視点から、PDCA（Plan:計画し、Do:
実行し、Check:結果を調べ評価し、Action:
次の仕事に活かしていく）の重要性が提示さ
れた。同じくSWの技法として「アウトリー
チの必要性」 が指摘された。「ごみ屋敷」 に
代表されるような「自分からSOSを言えな
い人への対応」（Ａ氏）の視点が介護支援専
門員に必要であるとしている。
　一方で、民間企業に雇われる形の介護支援
専門員に【中立・公平】をどこまで求められ
るか、という問題提起がなされた。ただそこ
でも利用者本位の姿勢や、丁寧なプロセスを
行うことができるかどうかについて「矛盾を
感じている人と矛盾を感じていない人」の違
いがある。その差は「ケアマネジメント概念
の有無」（Ｂ氏）であると問題点を指摘して
いる。
　この【ケアマネジメント概念】の理解、体
現の仕方については、それぞれの基礎職種の
持つ背景に負うところがあるのではないかと
考えられる。しかし「ケアマネジメントとい
う同じベースに立つことが必要であり、足り
ないところは勉強していく」（Ａ氏）という
ことになろう。15年前の介護保険開始時には
看護職が医療的視点を持って導入された割合
が高い（４割）が、現在では介護職が６割強
を占める結果となっている（橋本2012：2、
筒井他2014：223）。このことが、福祉系の介
護支援専門員は医療的視点が弱いと評価を受
ける理由ともなっている。医療と介護の連携
の困難さを介護支援専門員側の質や基礎職種
に起因させることは果たして的を得ているだ
ろうか。この議論の背景には介護と関連して
の医療制度の改革には大きな困難と時間を要
するという事情がある。2014年に成立した「医
療介護総合確保推進法」6）により今後更に議
論は進むだろう。
　しかし、介護の社会化を謳い制定された介
護保険法における介護支援専門員の役割は
「相談に応じ、適切な（居宅・施設）サービ
スを利用できるように連絡調整を行い、自立
した日常生活を営むのに必要な援助を行うも
の」（介護保険法第７条５項）とされている。
それはあくまで【生活上の困難】を視点とす
るものであり、医療はその人自身にとっての
生活の一部分という捉え方ができるのではな
かったか。しかしここで注意を要するのは、
介護保険の目的（同第１条）には「（略）日
常生活を営むことができるよう、必要な保健
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医療サービスおよび福祉サービスにかかる給
付を行うため」としていることである。前述
したように同法に規定された介護支援専門員
の役割と、同法自体の目的記述の相異が見て
取れる。ここに介護保険制度創設時の４つの
目的7）の最終的なねらいである介護を医療保
険から切り離し、社会的入院解消の条件整備
を図るなど社会保障構造改革の第一歩となる
制度の創設であることなど、政策課題の意図
があると思われる。
　一方ではこのことに関して介護支援専門員
には研修で直截的には知らされることはな
かった。1998年に行われた第一回介護支援専
門員実務研修受講試験後の合格者に対する実
務研修の主要な目的は、各方式のアセスメン
トツールの使用方法の理解であった。講演の
中で白澤は、介護支援専門員を大工さんに例
えてみると、本来は家の作り方を学ばなけれ
ばならないのに、鉋の選び方を研修している。
介護支援サービスそのものについては、ほと
んど学んでいない、と批判していた（白澤
1999：14）。
　ケアマネジメントとは、個々人がその求め
る日常生活を維持できるように支援する方法
であり、介護保険を兎にも角にも定着させた
ことについての介護支援専門員の努力に対
する評価は何も記されていない（橋本2008：
68）。それゆえの現場での混乱（次々と要求
される役割の変化と時間的制約）と介護支援
専門員に対する低い評価（質の低下）を理由
に増え続けた文書主義ともいえる業務に伴う
過重な書類作成の押し付けとなっていった。
ただ、導入時の理論的な整理が十分でなかっ
た（橋本2008：64）ため、現在に至る状況を
生んでいることは否めない。
　Drill（2001；副田2008：4）は、ケースマ
ネジメントは時代の政策トレンドに適合可能
な「中立的なサービステクノロジー」であっ
たと述べ、Holt（2005）は同様に、ケース
マネジメントが流行した理由の一つとして、
サービス提供システムを単純に組織化してい
るため、政治的に論争を呼ぶことがない点を
指摘している。
　二木は、介護保険法案には根本的な欠陥が
あると指摘しながらも消極的賛成の立場に立
ち、制度の実施を前にこう発言している。「国
民・関係者の関心は‘細部’に集中している
が、介護保険の大枠を理解すること─中長期
的視点から、全体的評価と将来予測を行うこ
と─も重要。（略）介護保険が提唱された当
初、あれは‘新たな’福祉制度であると宣伝さ
れた。そのために現在でも、介護保険は‘福
祉‘制度であり、医療とは無関係との理解が、
福祉関係者や医療関係者の間にすら、少なか
らず残っている」（二木2000：3−5）という状
況であった。
（４）介護支援専門員の抱える時間的な制約
　介護保険法附則に規定されていた、制度施
行後５年目を目途とする制度全体の見直し
は、国家の財政の見通しが不透明の中で行わ
れ改正の最大の課題は、制度の維持可能性と
いわれた。またもう一つの方向づけは「介護
予防」であったが、内容の検討は十分とは言
えなかった。
　2006年の改正では一人当たりの受け持ち担
当数が50件から35件に制限された。超過する
とすべてのケースにつき４割減算というもの
であった（のちに超過分のみが減算の対象と
なった）。そのことの影響については「丁寧
なケアマネジメントが行われること、時間の
かかるインフォーマルサービスの調整への時
間が生み出される」（Ａ氏）ことが期待された。
　このように介護支援専門員に対する各種報
告は多数にのぼり、関心の高さがうかがえる
状況となっている。そのなかから質の向上の
ための方策が提案され、担当件数の制限など
実行に移されたものもあるが、基本的に存在
する時間の余裕のなさがどこからきているの
かの解明と抜本的な解決には至っていないの
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が現状である。
　和気は時間不足（特に主観的な時間不足）
の緩和が最も必要な方策と結論づけている。
併せて興味深いことは、担当件数の減少は満
足度をはじめとする主要な変数間には関連が
見られないとしている（和気2004：38）。
　実数の減少は当然課業（割り当てた業務）
の負担を軽くすると見ることもできるが、そ
の分他のケースへの関わりに時間を使う等、
今まで必要性を感じていてもできなかった対
応への時間に回すことは考えられる。【時間
のかかるインフォーマルサービスの調整】へ
時間を費やす可能性も示唆されるであろう。
「開発への意識の有無と地域差」（Ａ氏）にも
言及している。
（５）基礎職種の違いについて
　介護支援専門員としてケアマネジメントに
関わる職種は主に介護職、看護職、社会福祉
職がある。当然教育体系も異なる職種が同じ
【ケアマネジメント】を行うわけであるから、
視点の違いは当然あるだろう。しかしケアマ
ネジメントという同じベースに立って仕事を
進めていかなければならない。そして【アセ
スメント】とは「そもそも違いを埋めるため
のもの」（Ａ氏） であり、基礎職種の持つ得
手不得手を生かすものでなければ意味がない
とも言える。この点が残念なことに生かされ
ていなく、各々が視点を生かすより、足りな
いところを指摘し合っている状況が見受けら
れる。先ず初めに利用者に対するアセスメン
トを共有し違いを埋め、その上に各専門分野
により上乗せするということが望まれると考
える。
　そもそも介護支援専門員は何をどこまです
る人か、の共通認識もまだ確立されていな
い。ガイドラインも作成されていない（地域
の職能団体で独自に作成しているところはあ
るが）中で、政策動向により役割期待が変遷
する立場に置かれ、そのたびに現場で格闘し
ているのが介護支援専門員の姿であるといえ
よう。
　「新たな高齢者介護システムの確立につい
て」（1995）において、必要なサービスにつ
いては保健・医療・福祉などの枠を越えて総
合的に利用できるような体制づくりの必要性
から、「関係者の調整に時間がかかる、相互
の連携が十分でないという問題を克服してい
くために」利用者の立場に立ち、ケアチーム
を構成する関係者が一緒になって、ケアの基
本方針である『ケアプラン』を策定し、実行
していくシステムとしてケアマネジメントの
確立の重要性が掲げられた。
　様々な職種の参入については、2000年の制
度開始時にあたり、当初４万人の介護支援専
門員を確保するため（小西2004：31）、それ
までケアマネジメントや地域ケアに関する業
務に関わったことのない専門職が多くその任
についたという経緯がある。また制度開始時
の混乱の状況は現場への周知徹底のための時
間的余裕がなく、制度の理解のために研修に
次ぐ研修、そして介護保険では介護支援専門
員が「ケアプラン」を作成しなければ給付管
理ができないため、アセスメント、モニタリ
ング等が実際に不十分であっても書類上整備
されたケアプランとサービスを提供すること
に心血を注いだということであった。その辻
褄を合わせるとでもいうべきことが現在でも
行われている危険性があるという理由が、介
護支援専門員の書類作成にかかる過重な負担
の存在なのである。
　また伊藤は、日本においては、ケアマネジ
メントのモデル事業は行われたものの、その
時点ではすでに、詳細な手順が定められてい
た。日本でケアマネジメントを行う主体が既
に有している知識・技術・実践能力を十分に
評価しないまま行われた「様式に捉われた研
修」、そして従来の制度との関連をほとんど
持たないままケアマネジメントが開始された
ことを指摘した（伊藤2005：18）。その中に
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おいてもSWerの実務経験者は対人援助職と
して捉え、ケアマネジメントプロセスを順守
し、連絡調整、多職種連携さらに社会資源と
のリンキング、開発を職務として当然のこと
と受け止めている。ただし、前述した玉木の
指摘にあるように介護保険制度のケアマネジ
メントでは「相談援助」の機能の有無が相違
として指摘されている事実に注意を向けなけ
ればならない。
　副田はイギリスにおいて名称をケースマネ
ジメントからケアマネジメントに変更した理
由についての説の紹介をしている。一般的に
知られている説は、マネジメントするのは事
例としてのケースではなくケアのサービスで
あるからというものだが、「有力なのは実践
家を統制するためという説である。つまり
SWerが専門家としてケースの生活全体をア
セスメントし、個別的な関わりや治療的介入
支援を行おうとする傾向を抑制し、関与すべ
きはケアを要する状況であることを強調する
ために変更されたということだ。つまりケア
マネジメントは、行政サービスにおける脱専
門職化の戦略として位置づけられた」（副田
2008：8−9）。
　野中はチームアプローチは強力な方法であ
るため、利用者本位の立場に立たなければ、
弊害が大きいと指摘し、さらに「数多くの支
援機関と専門家が参加することは、時に最終
的な責任を誰も取らない状況を呈するため、
ケアマネジメント活動の最低条件はケアマネ
ジャーが最終的な責任をとって経過を追い、
その時々に必要な支援機関に結びつける点に
ある」（野中1997：70−71）と述べている。
　実際に縦割りの制度、機構の中を利用者を
軸として生活困難への支援をするということ
は、既存になく不足している資源やシステム
に気付くことも多く、そのことが支援の限界
として突き当たる。ここを後方支援すること
が、支援者の役割であろうし日々の現場では
それを渇望している。そのことが共有できる
ためにも、可視化の役割としての書類の存在
がある。
　一方で支援関係の開始は契約から始まり、
その後運営基準に定められた最低月1回の居
宅への訪問を通して、アウトリーチ（訪問型
のアプローチ）を継続していくことは実態把
握に大きな意義があると思われる。
　介護支援専門員が行っている動きは、生活
上の困難の第一線で関わり、実際的にはワン
ストップサービスの機能を持つ職種であると
いう認識を持つ。その中では生活上の困難に
対しての支援ということが共有される必要が
ある。そこの共通認識を持つためにもガイド
ラインの早急な策定が、基礎職種を異にする
介護支援専門員に対して必要である。
Ⅴ．考察
　SWerの介護支援専門員が書類作成に感じ
ている意味を、書類の過重な負担による実践
制限として図１に、ケアマネジメントプロセス
─記録─支援者の三者の関係を図２に示した。
　図１は、介護保険法ではケアマネジメント
プロセスに沿った形での書類が規定されてい
る。しかし対応に伴う標準化された書類の負
担が多く（白澤ら2007）、また定点での記載
が中心になり利用者の変化に対して柔軟な対
応が反映されにくいため実践制限が起こって
いると考えられる。特に事後評価（エバリュ
エーション）を行う時間的、精神的余裕がな
い状態になっている。
　図２は、ケアマネジメントプロセスに沿って
行われるプロセス重視の援助職のサービスを
図式化したものである。援助職のサービスは
目に見えないものであり、証拠として残せる
のは自らの「記録」のみ（八木2012：18）で
ある。そのため援助者側が記録により実践を
振り返る、事後評価（エバリュエーション）
を行うことによって、根拠による実践として
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フィードバックされるという循環が行われる。
　さらにその実践としての記録を支援者およ
び多職種が可視化でき、評価・共有すること
で個別支援、地域課題へとつながることが期
待できる。
　その上で（１）実践と書類の関係、（２）生
活支援の視点、（３）日本のケアマネジメント
のあり方についての議論、（４）海外における
ケアマネジメントからの示唆、（５）運営基準
からみた現状、として以下にまとめる。
（１）実践と書類の関係
　書類は単に実践の記録ではなく根拠となる
ものである。そして一連のプロセスの実践を
介護支援専門員および支援者が可視化し共有
できて初めてその活用が可能になる。しかし
現状の書類作成業務は実践の後付け（後手に
回る）になってしまっている状況がある（図
１）。理由は①提出書類の種類の多さ、②介
護支援専門員が緻密にケアプランを作成する
ことにより変化があった時に柔軟に対応しき
れない（白澤ら2007：14）ことが考えられる。
本来はケアマネジメントプロセスが循環する
中で事後評価（エバリュエーション）もしく
は再アセスメント（目標に対しての評価）が
なされ、特に既存の資源システムでは対応が
難しい等の個別事例を振り返る、という「課
題の統括（まとめ）」を各介護支援専門員が
行うことが求められている。それをもとに支
援者である第三者につながり、課題の共有化
や生活障害への対応について支援の検討、制
度・政策への提言等により実際に改善される
ことで、事例の改善や、終結なども可能とな
ると思われる（図２）。
　しかし実際にはアセスメント（事前評価）
には注目するが、モニタリング、事後評価（エ
バリュエーション）を行う時間的余裕、ある
いは視点がないというのが実態である。この
ことが個別事例の振り返りや地域ケア会議へ
の事例提出（2015改正で努力義務化された）
が進まない背景にあることを指摘したい。
　なお、検討会の2013年１月の中間報告をも
とに、検討すべき課題の背景にあると考えら
図１　書類の過重な負担による実践制限　筆者
作成
図２　ケアマネジメントプロセス−記録−支援
者の関係　筆者作成
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れた「介護支援専門員がどのように考えて課
題を抽出したのかの経緯が文字化されていな
いために他の職種からは分かりにくい」との
要因についての対応が出された。これはモデ
ル事業を経て2014年に新様式「課題整理総括
表」として紹介されたもので、アセスメント
の項目の横に「予後予測」として記述する欄
が設けられ、サービスに結びつけた思考の過
程を可視化することを意図したものである。
だが、現在の書類のように義務化されていな
いこともあるが、これ以上書類を増やせない
現状から、研修等の機会にのみ使用されてい
るという矛盾した結果となっている。
　介護支援専門員である医療SWer経験者、
在宅介護支援センターのSWer経験者へのイ
ンタビューによる調査報告（白澤ら2007）で
は支援過程に直接寄与しない標準化された書
類、クライエントを遠ざける多くの事務作業、
及び主体性を損なわせる実践としてケアプラ
ンに縛られた実践が大きな負担となっている
ことが示されている。
　介護保険におけるケアマネジメントに対
し、医療SWerは状況に合わせて様々な制度
を組み合わせるという広範な社会資源を利用
した支援を行っていた（白澤ら2007：14）。
またケアマネジメント概念、利用者本位と
いった理念を体現しようとして業務にあたっ
ているものは、一連のプロセスの重要性を認
識しているがゆえに、「書類で縛る実践」（実
践の根拠を文書上に過度に求める）に対し、
「書類作成に追われる」形での負担感が大き
いと考えられる。
　具体的に書類とは、介護保険法に基づく「介
護サービス計画書の様式及び課題分析標準項
目の提示について」に規定されているもの
である。通称ケアプランと呼ばれる介護サー
ビス計画書を含み第１表〜第８表となる。標
準課題分析項目作成、アセスメントツールソ
フトへの入力、その他に毎月介護報酬請求時
の給付管理に係る書類（サービスの実施状況
チェック、給付管理票、サービス利用表・提
供表）も加わる。作成時期は新規、要介護度
の変更時、要介護認定期間の更新時、さらに
ケアプランに記載された長期、短期目標（３
か月〜12か月が多い）毎のモニタリングに
より変更があった場合、本人・家族の面接、
関係事業所への聞き取り、医師の意見書から
始まり、ケアプラン原案作成後、サービス担
当者会議（原則開催もしくは各事業所への照
会文書での情報提供・収集）、ケアプランの
発行（本人・家族への説明・同意、事業所へ
の発行）と、一連の書類を作成する必要があ
る。これらが35件分順次行われるわけである。
上記の書類作成と並行して、日常業務として
月１回以上（居宅介護支援事業所の場合）の
居宅訪問、支援経過記録作成が必須となって
いる。
　一方で散見されることとして、「（実践の中
身より）書類整備が優先」され、行政指導に
通るための形骸化した書類作成の実態がある
のも現実である。目的実現のための手段であ
るはずの書類が目的化しているようにも考え
られるほど、現場においては過重な負担と
なっている。
　もう一つの観点として、前述の白澤らによ
るインタビュー調査では、医療SWerの「制
度に捉われない自由な実践」と介護保険の「制
度を越えない実践」の対比がされていた。ケ
アマネジメントは介護保険制度に位置付けら
れているため、保険制度を担保する事務処理
が多く（中略）、介護保険サービス以外のサー
ビス利用では介護報酬に結びつかないため制
度を超えた支援を行うのは難しい（白澤ら
2007：12−14）。そして両者には既定の書式の
有無の相違がある。一方、その意味で本来的
なケアマネジメントはSWに対して一定の枠
組みを与えたと考えることができる。言い換
えればケアマネジメントはSWに書式の枠組
みを提供し、SWは法定化した書式に本質的
な実践を提供するといえる。
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　記録を共有化するという考え方に立てば、
一定の書式がアセスメント・支援内容・方向性・
情報の共有化に果たす役割は大きいと言えよ
う。ゆえに現行の書類作成の負担感の実態に
ついてみた場合、その改善が必要と考える。
（２）生活支援の視点
　職業としての成立過程には種々の課題が内
在するとしても、介護支援専門員の役割は可
視化できるものである。ケアマネジメントプ
ロセスを実施しながら、利用者主体（価値）で、
ストレングスの視点（知識）で、社会環境へ
の調整（技術）を行うことだといえる。
　「Ⅰ.問題意識と研究の目的」で述べたが今ま
さに医療と介護の連携、多職種協働が前面に
出てきている中で福祉系介護支援専門員につい
ての医療知識の不足が指摘され、研修のあり
かたが検討されるなどの動きも見られている。
　果たしてこのことにより、さらに介護支援
専門員に医療に関する知識の習得が強く求め
られていくのだろうか。現実的には「看護職
のほうが使いやすい」という認識も一部であ
るという。確かに看護職の知識を生かすこと
のできる医療依存度の高い利用者は存在する
としても、ここで確認しておかなければなら
ないことは制度・政策と技術との関係である。
　もともと「ケアマネジメントは要介護者の
在宅生活を支援」するものとして登場してき
た（太田・國光2007：16）。1983年に医療法
上、医師等の配置の緩和などの特例許可老人
病院（「老人病院」）が生まれ、80年代に増加。
1993年には療養型病床が創設され、転換がす
すめられ老人病院が廃止された。1994年老人
看護体制が見直され老人基準看護を廃止。付
き添い看護の廃止が行われた。生活支援の視
点からは、生活の場として見た場合に機能し
えない社会的入院を解消し、在宅（方向とし
ては地域）をベースに、その人らしい生活を
最後まで支援するという「生活支援」を「利
用者主体の理念」で実現することが介護保険
に求められていることは間違いない機能であ
る。そして2015年度の介護保険法の改正で、
軽度者の「介護予防・日常生活支援総合事業」
への移行・中重度者の人への医療から在宅へ
の流れが政策展開されていることに注意を向
ける必要があるだろう。
　社会保障の財源を適正化、重点化するとい
う政策、特に医療と介護に関しての改革が進
められている。2014年６月には「医療介護総
合確保推進法」が成立した。要支援１・２の
訪問・通所介護の市町村事業移行ではサービ
スの地域格差が懸念されており、また一定以
上の年金収入で自己負担１割から２割負担へ
の引き上げ、特別養護老人ホーム入所基準を
原則要介護度３以上に限定することになる。
医療については医療事故調査制度の創設、急
性期病床からリハビリ病床への転換促進、在
宅医療・介護推進のため、消費税増税分活用
の基金創設がある。
　このように政策課題が変遷するからこそ、
介護保険法に基づく介護支援専門員の存在は
重要になってくるといえる。職業としての倫
理観と業務の視点を持ち利用者主体の生活の
視点を順守するために、限られた財源の効率
化、重点化に寄与することは専門職としての
立場を放棄するものではない。そのために介
護支援専門員は個別支援の振り返り、事後評
価（エバリュエーション）を機能させながら、
十分に検討するケースとその他を見極め、地
域ケア会議への個別課題の積極的な提出が求
められる。支援者はそれらを検討・蓄積し、
地域課題として、その実現のために多職種、
市町村、地域包括支援センター等が協力しあ
う地域包括支援システムの構築を行う。介護
支援専門員が行う役割としての対人援助、連
携のための連絡調整を中心的業務と位置づ
け、書類に忙殺される現状を変えなければ、
これからも最前線の意見を集約する機会を確
保することは難しいだろう。介護支援専門員
の要望を謙虚に聞いたうえで、必要で的確な
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支援を提供することが、支援者に求められる。
　ケアマネジメントの役割と機能分担を考え
た場合に全体を介護支援専門員が一人で行
うこともあり、介護支援専門員が関係する
人々に分担して行う場合もある（太田・國光
2007：22）
　実際的には機能分担が必要であろう。最前
線で利用者と向き合う仕事をしている職種と
しての立場を生かしつつ、そこでの情報とそ
れを集約できうる適切な書式を使い、主任介
護支援専門員および地域包括支援センターへ
の相談や、地域ケア会議に困難と思われる事
例や地域課題と考えられる事例を提示する。
それらへの支援を担ってもらう一連の流れが
必要であるとすれば、そのための情報の共有
が必要でありそれを行うために日常業務にか
かる書式の改善が必要と言える。その一つの
考え方は、支援における思考の可視化と書式
の簡素化である。さらにそれが共通の書類の
一部として活用が可能であることが望ましい。
　筒井らの「介護支援専門員及びケアマネジ
メントの質の評価に関する調査研究事業報告
書」では各氏が書式の改良の提案を行ってい
る。第４章で笹井氏（武蔵野市保険者）は今
後の課題の一つとして新しいサービスや政策
提言と並んで、地域包括ケアの推進へ向けた
「居宅サービス計画書」書式の改良を提言し
ている（筒井ら2014：72−74）。また第５章で
東内氏（和光市保険者）は「簡潔明瞭・具体
的に課題抽出してこそ多職種連携は可能にな
る」として課題抽出力を身に付けてもらうこ
と、課題を明確にしたケアプランがあれば医
療との連携もスムーズに進む・課題解決に向
かってのアセスメントとケアプランの連動・
ケアマネジメントの標準化（統一された書式
と判断基準）が作成から評価までの一連の流
れの支援を行うことでおのずと図られていく
（同：75−78）と具体的指摘がされている。
　同終章で筒井氏はモニタリング、再アセス
メントおよびサービス担当者会議開催の実施
率が低いこと、課題の整理が出来ない等本質
的な問題があると指摘している。またサービ
ス担当者会議においてケアプランについての
慎重な吟味がなされずに実施された計画が運
用される確率は低く、モニタリングが実施さ
れない大きな要因と考えられるとしている。
このことはケアマネジメントのプロセスや技
法をおろそかにしているというより、介護支
援専門員にかかる過重な役割負担による時間
的制約が起因していることは十分に考えられ
るのである。さらに同章のなかで、ケアマネ
ジメントの対象は30％であるという英国の状
況が報告されている。これは野中が指摘して
いるように「ケアマネジメントの対象は重く
て急がない」ということに通じると思われ
る。現行の機能を明確化し、十分に検討する
事例と表面的に検討する事例を明確にするこ
とが、ケアマネジメントプロセスが必要な事
例に丁寧に関わっていける時間を生み出すこ
とにつながっていくのではないだろうか。
　画一的な方策では、実効性の高いケアマネ
ジメントのあり方を明確にすることはほとん
ど不可能（筒井2014：90）だろう。そのため
に基礎となる情報の提供・共有化が可能にな
る書式の改善・簡素化が今、喫緊の課題だと
考えられる。主任介護支援専門員が機能する
ためにも、各介護支援専門員の現場での情報
が必須条件であることから、そのボトムアッ
プができる環境整備として様式が考慮される
必要があるのではないだろうか。
（３）日本のケアマネジメントのあり方につ
いての議論
　野中は日本のケアマネジメントの混乱につ
いて「日本では不幸にも、現場の臨床活動が
育つ前に、政策的に制度として導入されてし
まったため、厚生労働省の案が金科玉条のご
とくに基準となってしまった。介護保険設定
時の形式が、実際には資源配分しか出来ない
体制なのに、自立支援もするという中途半端
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な指示となってしまった。介護保険のケアマ
ネジメントは、資源配分型なのか自立支援型
なのか、現在もこの混乱は続いている」（野
中2012a：1）と警告を発している。このこと
が現場との認識の相違、齟齬となっているこ
とは想像に難くない。またそれに伴うケアマ
ネジメントの評価は次のようなものであっ
た。「アセスメントが十分でないため適切で
効果的なサービス提供が行われていない・ケ
アマネジメントの過程を適切に実施していな
い者も少なくなく、高齢者のニーズに合致し
ないサービスが提供されている事例も見受け
られる・サービス担当者会議の開催も十分に
行われていない・高齢者の抱える問題は介護
の分野に限られない。例えば、家庭問題な
ど介護以外の問題を抱える高齢者について
は、介護サービスの総合調整を行うケアマネ
ジャーだけでは問題を解決しようとしても難
しい」（橋本2008：67−68）。
　介護支援専門員への評価が低い現状から、
業務の実態を国が把握するために、また支援
の根拠を提示するという名目のためにさらに
記録の記載内容が求められるといった悪循環
に陥っていると考えられる。上記に対してみ
ていくとまず理念である自立支援についての
考え方は常に一定の見解があるわけではな
い。次にケアマネジメントプロセスに沿って
は、全て介護支援専門員が行うべき業務であ
るのかという点と、介護保険に規定されてい
るが介護報酬には結びつかないインフォーマ
ル・サービスの調整などの役割期待と評価が
入っていることが分かる。
　野中は介護支援専門員の業務実態を政策面
と技術面の両方から見てきて、検討会で発言
している。第２回には「2000年の時に、我が
国は走りながら制度を修正するとお約束した
はずですが、結局何もしなかった。どんどん
悪くなっていく」「ケアマネジメント従事者
の要因だけでは解決しない」「制度を見直し
ても技術自体は伸びない」（野中2012ｂ：9）
と意見を述べた。
　実際に必要だけれども、日々のルーティン
ワークでは実施が難しいものがモニタリン
グ、事後評価（エバリュエーション）である。
現状の業務の中では、手が回らないのである。
野中も検討会発言の中で「現在の研修会がア
セスメント、プランニングしかやらない。モ
ニタリングまでは、息切れをしてしまって誰
もやらないというので、結局、実務者は知ら
ないまま動いている。実際実行していない。
でも不思議なことにモニタリングは実行して
いることになっている。加算制度が効いてい
るのでしょう。このようにして形式だけで動
いてしまうから、ますます能力としては落ち
てしまうという悪循環に入っている」（野中
2012ｂ：9）と書類の整備が優先して求めら
れる現場の姿を大胆に表現し、実態を把握し
たうえでの支援の必要性を提示した。しかし
現在までそれらの改善がすすんでいるという
ことは聞かれない。何故なら、それ以前の業
務の負担に上乗せする形になるために実行の
必要性は感じていても取り組むことが難しい
のである。
（４）海外におけるケアマネジメントからの
示唆
　伊藤は、「日本では1980年代の後半以降、
アメリカあるいはイギリスの動向が紹介され
るようになった。ケアマネジメントは分断さ
れがちなサービスを統合するものであり、結
果として不要な施設入所が減少するために、
サービス費用の抑制が期待し得ると説明され
た。日本でもケアマネジメントが実施された
背景には、同様の期待があったからにほかな
らない。しかし必ずしも、その期待に応じた
機能を果たすには至っていない状況」を指摘
している（伊藤2005：2−3）。それを踏まえた
上で、以下でペーパーワークについての記述
を通して日本での現状の背景をみていく。
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①アメリカ
　副田による紹介では、1970年代にサービス
調整の方法として登場したアメリカのケース
マネジメントの中で、高齢者を対象としての
ケアマネジメントの指向性の違いの指摘が
ある。「仲介モデル」や「第１世代のケース
マネジメントモデル」8）と分類された時期で
は、当初は断片化しているサービスを統合的
に提供することにより焦点をあてていたが、
「サービス管理モデル」や「第２世代ケース
マネジメントモデル」では、サービスの効率
的運営や費用抑制、説明責任の果たせる効率
的サービスに視点が移行した。80年代初頭か
ら登場したトータルな生活支援サービスとし
てのケースマネジメントを実施する修士号を
もったSWerの存在が民間や開業の３分の２
を占めたが、80年代以降それらのSWerたち
が、ペーパーワークの多さや利用者へのアド
ボカシーの困難さなどを嫌い開業する傾向が
見られた。これと同じ傾向が80〜90年代の
ケースマネジメントでも起きた（副田2008：5）
といわれている。
②イギリス
　ここで注目したいのは「ペーパーワーク」
と称される業務の意図することである。副田
は競争主義と効率性の管理を追求するマネ
ジャリズムという、ニーズ判断ではなく資源
の優先順位という観点の作り変えがSWerの
実践を、サービス利用資格要件を判断するた
めだけのアセスメントを行う手続き第一主義
の実践に変えてしまう。グリフィスの発言か
らはペーパーワークの多さやカウンセリング
からの引き離しの動きとしてのケアマネジメ
ントは、行政サービスにおける脱専門家の戦
略として位置づけられたことが分かる。しか
しこれを問題視する議論はアメリカでは起
こらず、イギリスにおいても政府の「利用者
の選択と自己決定の促進」の言説は、SWが
伝統的に自己決定の価値を重視してきたとい
うことと意味合いは異なる。同じ言葉が用い
られれば一般的には同じ意味に受け取るだろ
うし、否定はできない中でSWerはこのレト
リックに抵抗することができなかった（副田
2008：10）としている。日本のケアマネジ
メントは効率性を重視する方向だけに向かっ
ているのだろうか。利用者を要介護高齢者と
してだけではなく、個人として意味ある存在
として対するなかで、一見時間のかかる実践
であるとしても尊厳の保持を根底に置くこ
とが、マネジャリズムへの抵抗（副田2008：
14）につながる。
　なお、日本は新制度創設にあたってドイ
ツの介護保険制度を参考9）にしたといわれる
が、違いはケアマネジメントの仕組みがない
ことであった。このことが日本は国の主導に
より政策的に制度としてのケアマネジメント
の導入となったため、理念と技術面の整合性
にゆらぎが生じているのが実態ではないだろ
うか。
（５）介護保険法の運営基準から見た現状
　1999年３月31日厚生省第38号において「指
定居宅介護支援の事業の人員及び運営に関す
る基準」と、同年７月29日老企第22号厚生省
老人保健福祉局企画課長通知が出された。こ
れは一連の業務のあり方及び当該業務を行う
介護支援専門員の責務を明らかにしたもので
ある。その中の基準第13条に１〜27号（表１）
にわたりケアマネジメントプロセスについて
の具体的な業務内容が記されており、この項
目中、本研究に特に関連するものとして４・9・
14・16号を取り上げ今まで述べた点を整理し
たい。
①　　４号は、「介護給付等対象サービス以
外を含めて、総合的な計画となるよう努
めなくてはならない」。介護保険法の介
護給付サービス以外のサービスの調整を
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行う必要性が記載されている。しかしこ
の調整は介護報酬の算定外という事実が
ありこの点に関しては議論にもあがる。
研究結果（４）で示したように、「時間
がかかるインフォーマルサービスの調
整」になるため現行の業務実態からは、
利用者支援に必要であると認識しても、
個別の支援の域を出ることが難しい現状
である。しかしインフォーマルサービス
の調整や開発を含めて、包括的・継続的
支援を最前線にいる介護支援専門員は最
も必要としている。
②　　９号は、「サービス担当者会議等によ
る専門的意見を求め調整を図ることが重
要である。照会であっても緊密に相互の
情報交換を行うことにより、計画原案の
共有ができるようにする必要がある」。
研究結果（５）で触れた「関係者間の調
整に時間がかかる、相互の連携が十分で
ないという問題の克服」のため、システ
ムとしてのケアマネジメントの確立が重
要である。現状においても介護支援専門
員は自らの専門性の上に立ちながら、他
の専門職のなかに入り、発信し意見を求
めるという不可欠な役割を持っている。
ただし職業の成立過程や依拠する法律、
専門用語に関しても相違のあるなかで調
整業務をすることは、かなりな時間を必
要としている。
③　　14号は、「モニタリングで利用者、家
族を含む関係者との連携の他、少なくと
も月１回の居宅訪問での面接を行い、１
月に１回はモニタリングの記録を記録す
ることが必要である」。居宅訪問をしな
ければ減算になるということは介護支援
専門員のなかでは徹底されているが、形
骸化される危険性も同時に持っている。
それは訪問時の面接の時間の確保と、モ
ニタリングの内容が重要になる。個々の
支援において事後評価（エバリュエー
ション）がなされないと具体的な観察が
できず、支援の目標達成が曖昧になる。
④　　16号は、「居宅サービス計画を変更す
る際には、原則として、基準第13条第３
号から第11号までに規定された計画策定
に当たっての一連の業務を行うことが必
要である」。補足として「利用者の希望
によるサービス利用日時の変更等の軽微
な変更以外」必要となっている。
　要介護認定時や区分変更時においては当
然、一連の業務が必要になるがもともと大き
な変更点がない利用者に対しても、考察（１）
で示したように定められた期間毎、その都度
表１　基準第13条
指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
（1999年３月31日厚生省第38号）
第13条
１号 計画作成業務
２号 説明
３号 継続的かつ計画的なサービス利用
４号 介護給付等サービス以外の計画上の位置付け
５号 利用者によるサービスの選択
６号 解決すべき課題の把握
７号 アセスメントは居宅訪問、説明・理解
８号 サービス計画の原案作成
９号 サービス担当者会議による専門的意見の聴取
10号 計画の説明と同意
11号 計画の交付
12号 サービス事業所の計画の提出
13号 作成後の継続的なアセスメント
14号 モニタリング−（イ）月１回訪問（ロ）結果記録
15号 更新認定、区分変更時一専門的な見地からの意見
を求める
16号 変更時は第３〜12号の一連の業務を行う事が必要
17号 介護保険施設への紹介や便宜の提供
18号 施設からの退院、通所時の連携
19号 医療サービス利用時の主治医からの意見を求める
20号 医療サービスは主治医の指示のある場合に限る、
以外は留意事項の尊重
21号 短期入所施設利用は要介護認定有効期間の半数を
超えない
22号 福祉用具貸与の必要な理由、継続時は会議等で検
証し、計画に記載
23号 特定福祉用具販売一妥当性検討と計画に必要な理
由の記載
24号 認定審査会意見の計画への反映
25号 指定介護予防支援事業者との情報提供などの連携
26号 指定介護予防支援業務の受託は業務量を勘案し、
適正実施を配慮
27号 指定居宅介護支援事業所は関係者等により行われ
る会議に必要な協力
出所：1999年３月31日厚生省第38号より筆者作成
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の業務と連動した既定の書類作成が大きな負
担となっているのが現状である。
Ⅵ．まとめ
　介護保険制度が創設された背景を見ていく
と、まさに社会保障構造改革の第一歩として
の位置付けであった。そこに登場した介護支
援専門員は制度開始後15年の間にすっかり定
着してきた。それだけ高齢社会が進行し、介
護の必要性が身近になったとも言える。
　社会保険方式ではあるが、日本の場合は税
と保険料（それぞれ50％）であり財源問題で
はかなり政策的変更点が見られてきたのが事
実である。その中で介護支援専門員は常に利
用者、家族を目の前にしてアウトリーチを行
い、寄り添う支援を続けている職種である。
　制度は様々な事情によって改正されていく
が、尊厳ある生活を意味する「高齢者の自立
支援」の基本理念は護り続けなければならな
い（橋本2008：54）のである。また、実践の
立場に身を置くものは介護保険制度の動向を
見定めながら現場の声を挙げることの大切さ
と同時に、野中が指摘したように、「ケアマ
ネジャーという技術者の団体が切磋琢磨して
磨くもの」（野中2012ｃ：1）という両面の課
題をしっかりと区別しながら現場と関わって
いくことがさらに求められる。
　介護支援専門員が行うケアマネジメントプ
ロセスが、書類上の整備が優先になり形骸化
することのないようにモニタリング、さらに
事後評価（エバリュエーション）を行い得る
体制を整え、それらをもって情報の共有化に
つなげていく方途が望まれる。
Ⅶ．今後の課題
　本研究は、介護支援専門員の業務の中のペー
パーワークの実態を通して、問題点を探り必
要な改善のための支援の道筋を提示すること
を目的とした。さらに今後は、書式によって
内容、目的を共有した後、一定の政策目標を
達成していくための効果的な動き方を考えて
いくことが重要になる。目標の共有の次の時
点の実行に目を向けていくことが必要である。
　ケアマネジメントプロセスといった技術論
からの展開と合わせて、政策論の背景を見て
いくことで制度設計の目的、政策課題等マク
ロからのアプローチも取り入れていく必要を
感じ、双方向からの言及を試みた結果、問題
を絞り込むことが十分でなかったことが本研
究の限界である。また今後新たな動きが始ま
る「医療介護総合確保推進法」に伴うケアマ
ネジメント実施上の影響を注意深く見ていく
ことが必要と考える。
　その意味でも介護支援専門員を支援するこ
とは、利用者、家族の尊厳を守り、我が国の
社会保障政策をより良い方向へ進めていくこ
となのである。
付記
　2015年12月22日　「安心につながる社会保
障」（介護離職ゼロ）10）に直結する対策のひ
とつとして、介護事業の生産性向上のため、
ICTの活用や作成文書の削減・簡素化による
文書量の半減など、事務負担の軽減を推進し
つつ、業務プロセスの改善を図ることが発表
された。
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